
先進事例

• 先端技術を導入した多機能複合型のスタジ
アム・アリーナの海外事例

• スタジアム・アリーナを地域活性化の中核と
みなし、IT化による顧客経験価値の向上や多

目的化による集客力や稼働率の向上を図る
ことによって、地域経済に貢献している海外
の事例も参考にすることが望ましい。
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●Levi’s Stadium

○ 米国、カリフォルニア州にある多目的スタジアム
○ NFLサンフランシスコ49ersの本拠地。その他、多目的スタジアムとし

てWWE（プロレス）、コンサートも開催
○ 竣工2014年、座席数68,500、建築費約1,545億円
○ 所有：サンタクララ市、

運営：サンタクララ市（シリコンバレー）
○ 資金調達は公共が1割未満で残りは民間資金（約1,411億円）

基本情報

IT化、持続可能性

○ “ITスタジアム” Wi-Fiのアクセスポイント、ビーコンも各1200基設置
○ スマホアプリ（試合データ、リプレイ、飲食のオーダー、等）
○ 環境面も配慮（屋根緑化、太陽光発電、再生水、一部木（竹）造）

周辺環境

○ 駐車場に公共交通機関：ライトレール、バス、カルトレイン、他
○ サンタクララはシリコンバレー中心地であり、ITスタジアムも特色に
○ スタジアム建設と同時にサンノゼに広がる地域の高級住宅街の宅地開

発を開始。既にサンフランシスコで働く会計士や税理士、コンサルタ
ント、シリコンバレーで働くＩＴ人材が多数移り住んでおり、市とし
ての税収の大幅増につながっている。

出典： Santa Clara Convention & Visitors Bureau
公式サイトより

出典：EY（松村）撮影

出典：Levi’s Stadium公式サイト “About Levi’s Stadium / 
Stadium Design”より

出典： Levi’s Stadium公式サイト “About Levi’s Stadium / 
Sustainability”より

●屋根緑化、Wi-Fiアクセスポイント

『 Levi’s Stadium 』
○多目的かつIT化において最先端のスタジアムの事例。周辺の高級住宅街開発と同時に

進められ、市の税収増にも貢献している。
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【カッコ】内は、各省庁の関連支援メニュー
ス：スポーツ庁 スタジアム・アリーナ改革推進事業
文：文科省 文教施設におけるコンセッション事業に関する先導的開発事業
経：経産省 スタジアム・アリーナを核としたまちづくりに関する計画策定等事業
※：地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画が、既に承認されているもの

※この他、内閣府や経産省などの各種制度を活用している例もある。

スタジアム・アリーナ新設・建替構想（ 6 2 件 ）

●スタジアム・球技場（39件）
■アリーナ・体育館 （23件）

● ・日本ハムファイターズ新球場

・V・ファーレン新スタジアム
（長崎市）

●

●
・鹿児島県 総合体育館構想
・鹿児島市サッカー等スタジアム
・鹿児島県ドーム球場構想

・FC今治複合型
スマートスタジアム【経】

●

●

・広島市サッカースタジアム

■
・香川新県立体育館

・秋田スタジアム構想【ス】
■

・釜石鵜住居復興スタジアム（仮称）●

●・モンテディオ山形新スタジアム【経】

・沖縄市多目的
アリーナ施設整備■

・沖縄県サッカー専用
スタジアム構想

●

・福島市サッカー専用スタジアム●

■・筑波大アリーナ【ス】●

・松本山雅新スタジアム

●

・富山経済同友会
まちなかスタジアム構想

・（仮称）びわ湖アリーナ【ス】

・奈良県アリーナ

■
■

・京都スタジアム【文】

●

・西宮市新体育館

・京大アメフトスタジアム

■ ・アスルクラロ沼津
複合型スタジアム

・熊谷ラグビー場改修

●

●

・栃木県総合スポーツゾーン

●

・山梨県総合球技場

●

・まえばしスタジアム

■

● ●

※2018年3月1日 時点
（出典：各種報道資料等を基に作成） ・秋田県立体育館建替

●

■
・佐賀県アリーナ整備構想

■

・（仮称）金沢アリーナ【ス】

●

●
■ （仮称）中野サンプラザアリーナ【ス】
 東京ドーム大規模リニューアル
 巨人2軍新球場
 多摩ニュータウンスタジアム
■ 東大多目的アリーナ
■ 有明アリーナ
 代々木公園サッカー専用スタジアム

■

 町田市陸上競技場「J1仕様」改修
 湘南スタジアム複合型競技場建設構想
■ 横浜文化体育館再整備
 横浜スタジアム改修【経】
 等々力陸上競技場改修
 横須賀ベイズターズ2軍施設移転

・愛知県体育館移転新築
・名古屋グランパス新スタジアム
・豊橋市新アリーナ構想【経】

・花園ラグビー場整備
・桜スタジアム構想【ス】

・三重サッカー協会
スタジアム準備会議

・ZOZOマリンスタジアム改修

・水戸市新体育館整備構想

●

●
●

■●

●・西武メットライフドーム 改修

■

●・いわきFCスタジアム構想

■・JR秋田ゲートアリーナ計画

・宮崎市アリーナ構想■

■・ゼビオアリーナ八戸※

●

・ノエビアスタジアム神戸ヴィッセル
神戸運営権取得

■
・青森操車場跡地体育施設（アリーナ）

■・千葉競輪場アリーナ

●
・清水エスパルス
新スタジアム構想

■
●

・MIOびわこ滋賀スタジアム

東京都

神奈川県
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課題 解決策・対応方針
 多くのステークホルダーの利害関係調整やビジネス感覚を

持った官民パートナーシップ構築の中心を担える人材不足
 収益向上のためにはコンテンツホルダーの成長が不可欠
 スタジアムに比べ、民間活力を活用した効率的な運営・管

理の実績を有するアリーナの運営主体の不足
 民間の運営・管理者が高稼働・高収益を実現するために

は、プロジェクトの上流段階から運営・管理を想定した検
討が必要

 構想・計画段階の案件について、個別案件に応じたきめ
細やかな支援が必要

 地方自治体におけるプロジェクトマネージャーの配置を
促進

 スポーツ経営人材の育成・活用などによる、コンテンツホル
ダーの経営力強化を促進

 運営・管理を想定したスタジアム・アリーナ整備を進めるた
めの論点を整理

 スタジアム・アリーナ改革ガイドブック等の普及・浸透の
ための周知徹底

 関係省庁とも連携しつつ、個別のニーズに応じた支援

スタジアム・アリーナ改革の実現に向けて
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

構想
・

計画

設計
・

建設

完成

2025年までの新たなスタジアム・アリーナ20拠点の実現に向けた課題等

50件
以上

設計・建設段階のものを、次のステップに進めていくことが必要
ス
タ
ジ
ア
ム
・ア
リ
ー
ナ

20
拠
点
を
実
現

ニーズに応じた
重点的な支援数件

程度

完成 完成 完成

ニーズに応じた
重点的な支援
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・
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等
に
関
す
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専
門
的
助
言

専門的調査政策的助言

健
康
・
医
療
戦
略
推
進
専
門
調
査
会

創薬支援ネットワーク
協議会

本 部 長 ：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官及び健康・医療戦略担当大臣

本 部 員 ：その他国務大臣

・健康・医療戦略の案の作成及び実施の推進
・医療分野の研究開発の司令塔機能の本部の役割
➢ 医療分野研究開発推進計画の作成及び実施の推進
➢ 医療分野の研究開発関連予算の総合的な予算要求配分調整 等

議長：健康・医療戦略担当大臣
議長代行：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府副大臣

副議長：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府大臣政務官及び
内閣総理大臣補佐官（健康・医療戦略室長）

構成員：関係府省局長クラス

次世代医療機器
開発推進協議会

ゲノム医療実現
推進協議会

次世代医療ＩＣＴ
基盤協議会

健康・医療戦略
ファンドタスクフォース

医療国際展開
タスクフォース

内閣官房 健康・医療戦略室
➢事務局機能 ※次世代医療ＩＣＴ基盤協議会の事務局機能は健康・医療戦略室とＩＴ総合戦略室が担う

※次世代医療機器開発推進協議会、健康・医療戦略ファンドタスクフォース及び次世代ヘルスケア産業協議会の事務局機能は経済産
業省が担う

次世代ヘルスケア産業協議会の位置づけ
健康・医療戦略推進本部

健康・医療戦略推進会議

本部令第２条 本部令第１条

本部令第２条

次世代ヘルスケア
産業協議会

（出典）「次世代ヘルスケア産業協議会の今後の方向性について」(平成30年4月18日 次世代ヘルスケア産業協議会（第7回）) 10



次世代ヘルスケア産業協議会 「アクションプラン2018」 の全体像
誰もが人生を最期まで幸せに生ききることができる「生涯現役社会」を構築するため、これに貢献するヘルスケア産
業を育成し、国民生活の向上につなげる。

ヘルスケア産業政策の
基本理念
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【食・農×健康】
○ 地域食品事業者と連携した、食関連ヘルスケアの推進
【観光×健康】
○ 「スマート・ライフ・ステイ」の普及啓発を促進
○ 地域関係者が連携したヘルスツーリズムの創出・活用促進

【ヘルスケア産業創出に向けた事業環境整備】
○ 地域版協議会アライアンスの設置
○ 国内外の関係者を集めた国際的なビジネスマッチングイベントの開催

【スポーツ×健康】
○スポーツツーリズム・ムーブメントの創出や職域における運動習慣の構築

【【評価の仕組みづくり】
○ ヘルスケアサービスの社会実装に向けた品質評価に関する環境整備

【関係法令の適応関係の明確化】
○ グレーゾーン解消制度を活用し関係法令の適応関係の明確化

地
域
資
源×

健
康

品
質

事
業
環
境
整
備

【保険外サービスに係る情報提供による活用促進】
○ ケアマネジャー等がアクセスしやすい環境整備・健康経営を支援す

る事業者やヘルスケアサービスに係る情報の一元化

選択肢の壁
（新産業の創出・
利活用の促進）

情報の壁
（サービスや品質

の見える化）

【ソーシャル・インパクト・ボンドの導入促進】
○ 介護予防、認知症予防分野におけるSIBの導入の推進

事
業

支
援

【生涯現役社会の構築に向け重点的に取り組むべき分野の環境整備】
○ 生活習慣病、がん、フレイル・認知症等の一次・二次・三次予防に加えて、病気とともに生きる際の生活を支える選択肢を増やす取組の方向性を検討
○ 認知症に関する製品・サービスの効果検証を進めるとともに、社会実装を図るための官民連携の促進

生涯現役社会に
向けた施策検討

○ 予防に関する取組を進めた場合のインパクトの試算を行い、その結果を踏まえ、日常生活等を構造的に変えるような取組（高齢者就労やまちづくり等）や、
直接的なインパクトが大きいフレイル・認知症に対する予防に係る取組の方向性を検討

○ 公的医療・介護保険を支えるヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の実態把握及び健全かつ適切な将来像のあり方について検討

【企業・保険者と民間サービスのマッチング】
○ 日本健康会議と連携し、データヘルス見本市等を実施

【複数の保険者が共同で実施する保健事業の推進】
○ 保健事業の再編を促すための共同実施モデルの整備等

【職域における運動習慣の構築】
○ 「FUN+WALK PROJECT」等の官民連携での推進

大
企
業

【認定制度（中小規模法人部門）の推進】
○ 自治体や商工会議所の健康経営顕彰制度との連携・支援

【健康経営銘柄の継続的実施と基準等の見直し等】
○ 「健康経営度調査」の回答データの開示等を通じ、企業業績と健康経営の

関係性に係る研究や、健康経営の取組を経営的な成果として評価できる
ツールの開発促進

【日本健康会議等との連携による裾野の拡大】
○ 健康経営を実践する企業の見える化のため「500社公表」を継続

中
小

企
業

【健康・医療情報の統合的な活用による従業員の行動変容効果の実証研究】
○ IoT活用による糖尿病重症化予防の大規模臨床試験の実施継続に加えて、その他の生活習慣病やフレイル、介護、メンタルヘルスの予防等への適用可能

性を新たに検討

【保険者への健康増進等を促進するインセンティブ制度の実施】
○後期高齢者支援金加算・減算制度について保険者の取組を幅広く評価す

るための総合的な指標の導入等

身体の壁
（健康経営の

推進）

価値観の壁
（健康情報活用に
よる行動変容）

イ
ン

フ
ラ

健
康
情
報

事
業
者
の
育
成

環
境

整
備

【健康経営の質の向上に資する施策の展開】
○ 「組織の活性化」に着目した調査項目の設定、女性特有の健康課題に対応した健康経営施策を進めていくための見直し
○ 健康経営施策における健康スコアリングの位置づけの検討

情
報

提
供

11（出典）「次世代ヘルスケア産業協議会の今後の方向性について」(平成30年4月18日 次世代ヘルスケア産業協議会（第7回）)を基に作成


	先進事例
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12

